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【事例１】予約仲介サイトからホテルの早期予約で20％割引の部屋を１

万7千円で予約した。直後に自分の予約内容を確認すると、「○○ホテ

ル」との表示だったが、マンションの部屋を貸し出す民泊であることが

わかった。民泊を予約しようと思っていなかったので、すぐにキャンセ

ルしたところ、宿泊料金全額をキャンセル料として請求された。 

ホテルの予約仲介サイトだと思って利用したが、民泊も扱っているのならわかりやすく表示

して欲しい。                             （2017年７月 50歳代、女性） 

【事例２】友人５人と出かける際に、予約仲介サイトから、１室１万円で宿泊できる部屋を予

約し、クレジットカードで決済した。その部屋はホテルではなくマンションの１室だったが、

予定どおり利用した。後日、カード会社からの請求明細を確認すると、宿泊料の他に清掃料金

として１万5千円が加算されて合計２万5千円となっていた。予約申し込み時にそのような記載

はなかったと思う。                   （2017年９月 20歳代、男性） 

                                   
               

 

   
 
 

 

 

 

 

 

 

 

家主居住型(家主居住型)    家主居住型(家主隣接地居住)    家主不在型       (国民生活センター平成30年6月14日発表) 

高齢者・障害者    
見守り通信 

 

201８・７号 

 

奈良市三条本町８－１ シルキア奈良 ２階     

TEL0742-32-0621 FAX0742-32-2686 

奈良県消費生活センター ぬ

アドバイス 

新しい民泊ルールがスタート！ 
～住宅宿泊事業法が施行～ 

-宿泊に必要な料金総額やキャンセル規定を確認しましょう! 

民泊を利用する場合、住宅宿泊事業法に基

づく届出住宅であることを確認してから、予

約しましょう。 

予約時には宿泊に必要な料金総額、キャン

セル規定などの表示をよく確認してから予約

しましょう。確認不足のため、トラブルが起

こっているケースがあります。 

利用に際しては、鍵の受け渡し方法、緊急連

絡先、施設内の衛生状態等確認しましょう 

観光庁の民泊制度コールセンターでは、民泊制度

に関する問い合わせを受け付けています。 

※ 民泊制度コールセンター：０５７０－０４１

－３８９（全国共通ナビダイヤル） 

 【受付時間】９時００分～２２時００分 

（民泊制度ポータルサイト：

http://www.mlit.go.jp/kankocho/minpaku/index

.html） 

困ったときは、すぐに消費生活センターに

相談しましょう。            

消費者ホットライン ☎１８８ 

住宅宿泊事業法第 13条に

基づく標識 

届出住宅は、公衆の見やす

い場所に、届出番号等を記載

した標識を掲示する必要があ

ります。 



 

 

 

「消費生活相談センター」からの「訴訟告知確認書」ハガキは無視してください！    

（国民生活センター平成 30年 6月 20日発表） 

 

公的機関を装った架空請求ハガキの相談が後をたちません。「消費生活相談センター」と名

乗る機関から、「訴訟告知確認書」が届いたと相談がありました。 

特徴 

○契約先、契約内容を明かしません。 

○もっともらしい法律用語を書いて裁判をイメージさせます。 

○「裁判の取り下げ」「身に覚えがない」のいずれの場合でも、固定電話の問い合わせ先に

連絡するよう誘導しています。 

○連絡しないと「差し押さえ」するなど不安をあおります。 

 

ハガキの内容 

訴訟告知確認書 

この度ご通知致しましたのは、貴方の利用されていた

契約会社ないしは運営会社側から契約不履行による民

事訴訟として、訴状が提出されました事をご通知致しま

す。 

 尚、ご連絡なき場合、原告側の主張が全面的に受理さ

れ、執行官立ち合いのもと、給料及び不動産の差し押さ

え対象となる事例がございますので予めご注意くださ

い。 

 裁判取り下げなどのご相談に関しましては当センター

にて受け賜わりますので担当職員までお問い合わせ下

さい。 

※最近個人情報悪用被害が、多発しております。 

万が一、身に覚えがなき場合早急にご連絡ください。 

管理番号（●）● 

窓口受付時間 9:00～17:00（土・日・祭日除く） 

お問い合わせ 03-● 

〒102-0094 東京都千代田区紀尾井町 2-● 

消費生活相談センター 

架空請求

はがきです 

全国の自治体に設置された消費生活センター等はこのハガキの 

「消費生活相談センター」とは一切関係ありません。 

少しでも不安を感じたら消費生活センター等(消費

者ホットライン 188（いやや）)にご相談ください。 

絶対に連絡 

しないで! 


